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 秋の運動決起集会が開かれました  

  

 

いよいよ１０月からスタートするマイナンバー制度。 

国民に十分知らせないで始めちゃダメでしょ。 

けれど中小業者にとってマイナンバー、知らないでは

済まされない、大変な問題です。理解したうえで早め

の対策が必要です。 

1、国民に共通番号がついて課税・納付状況・社会保険   

 の給付状況が分かるようになります。 

2.事務所家賃の支払先のマイナンバーが必要。 

3.社長・事業主さんは従業員とその家族のマイナン  

 バー の収拾と管理を厳格に行なう。 

4.マイナンバーを漏洩させたら重い罰則が適用。 

5.法人にも法人番号がつきます。 

浦和民商マイナンバー制度学習会     

      実 務 篇 

２０１５年１０月４日（日）午前９時３０分―正午 

会場；市民会館うらわ１０１号室 

講師；長谷川元彦税理士（税理士法人第一経理） 

参加・資料代；無料 

      申し込みは事務所迄ご連絡ください。 

秋の運動資金納入のお願い  
１０月の会費に１，０００円が加わります 

 会員の皆さん、お仕事ご苦労さまです。なんとしても自ら

の営業とくらしを守り、消費税大増税を阻止するため、市内

業者や市民に消費税・税金のあり方の宣伝や商工新聞・仲間

を増やす大運動を今こそ進めなければなりません。 

 長引く不況の中､家計も大変厳しいと思いますが、宣伝チラ

シ、宣伝カーの運行、ラジオコマーシャル等、多くの資金が必

要です。 
 この秋の運動を成功させるため、例年通り、１０月の会費に

加え、それぞれ、１，０００円の運動資金をお願いします。 

 なお、特別の事情で減額を希望する方、納入が困難な方は、

役員・事務局集金の係りの方まで遠慮なくお申し出下さい。 

なお、できる方は１口でも多くの募金をお願いします。  

 

         浦和民主商工会 会長   香田政則 
                 会計   佐藤信一 

  事務所より商工新聞休刊のお知らせ 
 

 日頃より浦和民商へのご理解・ご協力大変有難うございます。 

商工新聞９月２１日号は、連休のためお休みさせて頂きます。 

 ９月 ２日（水）午後７時より、８月２２・２３日に熊谷で行われた埼商連役員幹部学校と事務局員交流会の報

告会と2015秋の運動決起集会が開かれました。２３名の参加でした。幹部学校に参加した役員さんから、全体会

と3つの分散会について感想が述べられました。どの民商も抱えている問題は会員増やし。『１０年後の民商はど

うなっているのか』参加者の問いかけにはっとし、拡大をもっとがんばらなければと決意を語りました。いま中小

業者の新たな問題『マイナンバー制度』。民商を学び場として勉強しなければ

大変な事になる、ぜひ秋の運動の中心においてほしい。若い業者に魅力ある民

商をどうアピールしていくかなど様々な話し合いがされました。２日目の報告

会で浦和民商会員の五十嵐美恵子さんが第一分散会代表でまとめ報告を行ない

ました。 

         秋の運動決起集会』・行動提起 
1.秋の拡大目標は『北陸新幹線の旅』。全支部で終点金沢の到着をめざしま

す。1.支部で宣伝行動を毎週行ないます。1.拡大統一行動は沢山の人を誘って

賑やかに行ないます。1.共済バスハイク・集団健診を昨年を上回る参加で成功

させよう。1.マイナンバー制度学習会・班長学習会を成功させよう。1.第４回

うらわ民商まつりを成功させよう。1.拡大目標会員４８人読者１２０部婦人部４８人共済会４８人青年部８人署名

５７３０部の目標達成に向け全力でがんばります。 

      第19回 中小商工工業全国交流研究集会イン神戸 ９月5・6（土・日）  
 ２年に一度開催される全国集会に、宮川事務局員と参加しました。全国から９００人が神戸に集

結しました。 

 かつて神戸新聞に経済評論家の内橋克人さんが在職していたと記憶しています。内橋克人さん

の著書の中で「共生の大地」という本があります。「環境負荷ゼロ，エネルギー自給，多様な人々

との共生などの夢あふれる目標実現のために活動する事業者の姿を描いた書籍です。」今回の「研

究集会」では、初日は、パネルデスカッションＢの「地域再生の展望を開く」と二日目は、第13分
科会「税と社会保障の一体改革を考える」に参加しました。いずれにも共通していたことは、「環境問題・エネルギーの

100％自給・多様な人々との共生」という３つのテーマでした。 
二日間をとおして、「高知県の馬路村の村長の地域活性化の実践報告、そして、国保料の減額を実現した福崎町長の報

告に感銘を受けました。（福崎町では、低所得者層の国保負担を５割軽減したそうです。） 
さいたま市も、持続可能な行政運営を真剣に考えるならば、前述の３つのテーマについては無関心ではいられないはず

です。私たち浦和民商は、「環境問題・エネルギーの100％自給・多様な人々との共生」の視点を踏まえて、浦和民商と

して「商工業者が元気になるさいたま市づくりビジョン」を考え、それを実現すべく多様な人々との共生を通して行政に

働きかける運動の必要性を感じました。                      浦和区支部 佐藤 信一 

 がんばろう三唱で出発式 


